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企 業 局 長 畠 山 隆 之 企 画 政 策 課 長 高 桑 淳

若 美 支 所 長 佐 藤 淳 総 務 課 長 平 塚 敦 子

危 機 管 理 課 長 三 浦 幸 樹 財 政 課 長 天 野 秀 一

税 務 課 長 佐 藤 静 代 福 祉 課 長 北 嶋 三 世
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建 設 課 長 三 浦 昇 病 院 事 務 局 長 原 田 徹

会 計 管 理 者 湊 留美子 教 育 総 務 課 長 村 井 千鶴子

学 校 教 育 課 長 笹 渕 美 穂 選 管 事 務 局 長 （総 務 課 長 併 任）
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午前１１時２０分 開 議

○委員長（古仲清尚） これより予算特別委員会を再開いたします。

本日、笹川圭光委員から欠席の届出がありますので報告いたします。

ここで、菅原市長から発言の申出がありますので、これを認めます。菅原市長

○市長（菅原広二） 本日の議事に入ります前に、貴重なお時間をお借りしまして、不

適切な事務処理２件について御報告し、おわび申し上げます。

まず、養護老人ホームの入所者負担金の認定誤りについてであります。

このたび、養護老人ホームの入所者負担金について、その算定に当たり、収入とし

て認定すべき年金生活者支援給付金を収入として認定しなかったことなどにより、令

和２年度から本年６月まで、入所者負担金を過少に徴収していたことが判明しました。

過少徴収の対象者は延べ１７５名、正当な負担金との差額は約７００万円余りと

なっております。

この過少徴収に伴う差額分につきましては、国の取扱通知に基づき、本年７月から

正当な徴収額に改めるとともに、養護老人ホーム入所者の生活状況を踏まえ、遡及し

ての徴収は行わないことといたしました。
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今回の事案は、職員の年金生活者支援給付金制度に対する理解が不十分であったこ

とや、収入申告について入所者等に対する十分な説明や指導がなされていなかったこ

と、また、関係書類の確認も不十分であったことが原因であると考えております。

いま一つは、議会の議決を経ずにスクールバスの購入に係る契約を締結していた件

についてであります。

本市では、地方自治法に基づき、予定価格２，０００万円以上の財産を取得する場

合は、議会の議決に付すよう条例で定めておりますが、本年６月に予定価格２，３７

４万７，９００円で入札執行したスクールバス２台の購入に当たり、議会の議決を経

ずに、２，０９０万円で売買契約を締結しておりました。

県内外で同様の事案が発生したことを踏まえ確認したところ、昨日判明したもので

あります。

今後の対応につきましては、本日開催される本会議において、売買契約の追認に関

する議案を追加提案させていただきたいと考えております。

今回の事案の発生は、教育委員会において財産の取得に必要な手続を失念していた

ことに加え、契約事務を担任する市長部局においてチェックが不十分であったことが

原因であると考えております。

両事案につきましては、市民をはじめ議会の皆様に多大な御迷惑をおかけしました

ことに対し、深くおわび申し上げます。

今後、こうしたことのないよう、養護老人ホームの入所者負担金の算定に関しては

事務マニュアルを作成するとともに、議会の議決の要否について契約事務の初期段階

から確認するなど、チェック体制の強化・徹底により再発防止に努め、市政に対する

信頼回復に取り組んでまいります。

以上であります。

○委員長（古仲清尚） 本日の議事に入ります。

議案第６９号令和６年度男鹿市一般会計補正予算（第４号）について及び議案第７

０号令和６年度男鹿市上水道事業会計補正予算（第１号）について一括して議題とい

たします。

この際、分科会における審査の経緯について、各分科会委員長の報告を求めること

にいたします。
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初めに、総務分科会委員長の報告を求めます。田司委員長

○総務分科会委員長（田司） それでは、総務分科会で審査いたしました議案第６９

号令和６年度男鹿市一般会計補正予算（第４号）の条文、歳入全款、総務分科会所管

に係る歳出及び所管事項について、審査の経過を御報告申し上げます。

この際、予算の内容については省略させていただき、質疑及び報告のありました主

な点について申し上げます。

初めに、補正予算についてであります。

第１点として、市単独運行バス事業について、一つとして、委員より、各バス路線

の状況について質疑があり、当局から、現在市内１１路線を４事業者が運行しており、

船川循環線、脇本船越循環線の「おがぐる」では、いとく男鹿店が船越地区へ移転し

たことを契機に、令和５年度利用者数の実績で前年比５５パーセント増と大幅に伸び

ている。また、男鹿北線、男鹿中線及び入道崎線についても利用者が増加しており、

いずれも通院、買物、さらに男鹿北線については観光需要の影響によるものと推測し

ている。五里合線、船越線に関しては利用者数が減少しており、「おがぐる」の運行

経路が重複していることが影響していると考えている。との答弁がありました。

二つとして、委員より、委託事業者選定に係る公募型プロポーザル方式の考え方に

ついて質疑があり、当局から、事業者が希望する路線の提案を基に運行管理体制、車

両管理体制、乗務員の教育体制等を総合的に判断し、金額面だけではなく、より安全

で、なおかつ満足度の高い事業者を選定していきたいと考えている。また、現在運行

している４事業者に対し、公募型プロポーザル方式への応募の意向を確認しているが、

公告後にその他の事業者が応募する可能性については承知していない。との答弁があ

りました。

三つとして、委員より、バス運行時の乗務員と乗客とのトラブルや事故の発生状況

について質疑があり、当局から、昨年度は男鹿南線で乗客がバスから降車する際の転

倒事故が１件、今年度は潟西線でバスと一般車両の接触事故が１件報告されている。

いずれも負傷には至ってはいないものの、当該事業者への指導及び他事業者への注意

喚起を行い、再発防止策を確認した。今後も引き続き安全運行の指導に努めていきた

い。なお、乗務員と乗客とのトラブルは承知していない。との答弁がありました。

四つとして、委員より、不採算バス路線の財源について質疑があり、当局から、不
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採算バス路線に対する財政需要を、適切に人口や面積で測定し、普通交付税に反映さ

せることが困難であることから、不採算バス路線に関する特別交付税措置が取られて

おり、路線バスの運行維持に要する一般財源の８０パーセントが特別交付税措置と

なっており、令和５年度実績では１億４９１万６，０００円が措置されている。との

答弁がありました。

五つとして、委員より、北部地区から船越地区へのバス路線の延伸を検討した経緯

はなかったか。との質疑があり、当局から、既存のバス路線は乗り継ぎにより目的地

へたどり着ける形態になっており、利便性を勘案した場合においても、限られた財源

の中で効率的に持続可能なバス運行事業を行いたいと考えており、路線の延伸は検討

していない。との答弁がありました。

第２点として、若美庁舎倉庫解体事業について、委員より、解体に際し、公共施設

等総合管理計画への位置づけ、また、昨今の物価高騰の中においての解体事業の実施

に際する予算抑制の考え方について質疑があり、当局から、令和４年度の財務書類で

は資産老朽化比率が６２．９パーセントとなり、年々資産の老朽化が進んでいる。市

では、平成２９年に公共施設等総合管理計画を策定し、当該倉庫も個別施設計画に盛

り込み、今補正予算で対応するものである。また、合併後、財政状況が厳しい時期を

経て、現在、財政調整基金では標準財政規模の２０パーセント以上を確保し、さらに

過疎地域持続的発展基金の設置によって財源が確保されたことにより、計画的に遊休

施設の解体に取り組める状況となった。との答弁がありました。

第３点として、男鹿市斎場の使用料無償化について、委員より、昨今の厳しい財政

状況の中、使用料を無償化とすることに対する財政当局の見解を伺いたい。との質疑

があり、当局から、庁内でも賛否両論の意見があり、様々な議論を尽くした上で、市

民サービスの一環として実施する方針となったものである。実質的に歳入は減少する

が、目線を変えると歳入の減少分の費用で無償化という新たなサービスを実施すると

いった見方もでき、最少の経費で住民サービスの拡充を図ることにもつながる。との

答弁がありました。

第４点として、委員より、支障木等の管理に関する予算措置の考え方について質疑

があり、当局から、本補正予算は、例年以上に支障木の伐採の要望が多く寄せられた

ことから、市有地における危険性の高い支障木を伐採するための費用を予算措置した
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ものである。今後も、危険性及び緊急性を考慮し、優先度の高い箇所から作業を進め

てまいりたい。との答弁がありました。

さらに委員より、倒木や折れた枝により負傷するといった事案を踏まえ、市有地の

維持管理の方針について質疑があり、当局から、市の普通財産全てを担当職員のみで

見回ることは現実的ではなく、建設課の道路パトロールや町内会などの協力により危

険箇所の把握に努めているところであり、引き続き見回りを継続していく。との答弁

がありました。

さらに委員より、市有林の売払いに関し、歳入の見込みを念頭に、徐々に処分する

よう十分に検討していただきたい。との意見がありました。

第５点として、情報資産管理体制強化事業について、委員より、情報資産管理の取

扱いと今後の方向性に関して質疑があり、当局から、情報資産の管理については、こ

のたびのＵＳＢメモリの一時紛失事案を踏まえ、マイナンバー利用事務端末だけでな

く職員が使用する全ての端末とし、一元的に管理する環境整備を行うとともに、セ

キュリティポリシーの遵守を徹底し、情報資産管理に努めてまいりたい。との答弁が

ありました。

第６点として、空き家等除却費補助金について、委員より、当初の見込みを上回る

補助申請を踏まえ、空き家の効率的な活用として、早期の相談なり、空き家バンクへ

の登録が効果的ではないか。との質疑があり、当局から、現在、市内で１，４７８件

の空き家を確認しており、年に数回開催している空き家相談会には、相続の手続、解

体、跡地利用等に関する相談が寄せられている。当市においても、まずは空き家の活

用を前提とし、空き家バンクへの登録を促しているほか、空き家バンクで物件を探し

ている方に対し、容易に希望物件を検索するアクセス方法を検討中である。との答弁

がありました。

さらに委員より、所有者不明の空き家に関する固定資産税の課税状況について質疑

があり、当局から、所有者不明の空き家に関しては、町内会からの情報収集や固定資

産税の納付状況等から精査しているが、所有者の特定は困難な状況である。また、相

続人全員が相続放棄した場合は不納欠損として処理することとなり、相続放棄により

相続人がいない場合の納税義務者は、相続財産法人となり、相続財産法人化された固

定資産税の税額は、令和５年度課税で５９件、３２４万９，１００円となっている。
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との答弁がありました。

次に、所管事項についてであります。

第１点として、男鹿北線スクールバス利用方法の変更について、一つとして、委員

より、住民混乗の考え方と実績について質疑があり、当局から、男鹿北線スクールバ

スについては、入道崎線から男鹿北線へのバスの乗換えの利便性を考慮し、令和５年

４月より事前登録制、事前予約制を導入し住民混乗を実施してきた。しかしながら、

住民混乗開始から１年以上経過しても乗車実績がないことから、利用登録者へ理由を

伺ったところ、「事前予約に不便を感じる」との意見を基に、利用者の利便性を高め

るべく、本年９月２日より事前予約制を廃止した。なお、混乗可能な座席数が７席に

対し、登録者数は６名であることから、予約なしでも登録者全員が同時に乗ることが

可能である。との答弁がありました。

さらに委員より、どこからでも乗車できるフリー乗車の考えについて質疑があり、

当局から、スクールバスとしての運行がメインであることから、学校までの計画的な

運行が基本であると認識している。その上で、このたびの事前予約制の廃止後の利用

状況を確認しながら、様々意見を聞く機会を設けていきたい。との答弁がありました。

さらに委員より、スクールバスへの住民混乗については、地域住民、学校関係者、

保護者に対し広く周知していただくとともに、よりよい乗車方法を模索していただき

たい。との意見がありました。

二つとして、委員より、美里小学校の統合が検討されている中、将来的に潟西線に

おいても男鹿北線同様にスクールバスへの住民混乗の考えはあるか。との質疑があり、

当局から、男鹿北線に関しては、船川地区までの間の乗り継ぎの解消を目的としてス

クールバスへの混乗を導入した経緯があり、乗換えなしで船越地区まで乗車できる潟

西線とは状況が異なると考える。また、将来的な学校統合に関することで、現時点で

スクールバスへの住民混乗については具体的な考えはないが、将来的な課題としたい。

との答弁がありました。

第２点として、委員より、合併特例債の借入れ、償還及び辺地対策事業債の今後の

見込みについて質疑があり、当局から、合併特例債は過去２回の延長を経て令和６年

度まで特例的に活用できる起債で、ハード事業の起債可能額は約８８億円、令和５年

度末までの借入総額は約７０億円となっている。この後、小規模保育事業所、船越こ
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ども園等を含めると、起債総額は約７８億円となる見込みである。また、令和５年度

末の起債残高は約３０億円、地域振興基金の部分では約１億２，０００万円で、これ

までおおよそ１５年程度で各事業の償還を終えている。なお、今年度で合併特例債の

発行が終了となるが、今後のハード事業の主たる財源は、過疎対策事業債、辺地対策

事業債等を効果的に活用していきたい。との答弁がありました。

さらに委員より、合併特例債の将来負担比率への影響について質疑があり、当局か

ら、現在、将来負担比率は２５．７パーセントで前年度から４ポイント低くなり、財

政的な健全度合いが高まっていると認識している。公債費は今後１０年程度、年間約

１５億円台で推移していくと試算しており、将来負担比率に与える影響は限定的だと

考えているが、当市の場合、標準財政規模を考えた場合、地方交付税に依存している

度合いが非常に大きく、今夏の政府の骨太の方針からは、当面は今年度と同水準の財

源が確保されると推測しているものの、国の地方財政計画に左右される部分もあるこ

とから、引き続き健全な行財政運営に注力してまいりたい。との答弁がありました。

第３点として、結婚支援について、委員より、結婚支援イベント等への参加が振る

わない状況において、支援の入り口を広げるような新たな取組の考えはあるか。との

質疑があり、当局から、現在、あきた結婚支援センターと連携し、センターへの登録

の推進、入会料の全額助成を行っており、今年度は２名が成婚に至ったと伺っている。

また、異性との会話やコミュニケーションに自信がないという声を基に、コミュニ

ケーション講座を開催する等、婚活に向けた支援をしている。さらに、夫婦ともに３

９歳以下等の要件を満たし、当市で新生活を始める新婚世帯に対し、住居費や引っ越

し費用の一部を補助する支援も行っている。しかしながら、これまでの結婚支援にお

いては、大きな成果となっておらず、若い世代の結婚に対する意識の変化を感じてい

ることから、若い方々の考えや意見を伺う機会を増やし、引き続きあらゆる可能性を

模索し、魅力ある結婚支援を様々検討していきたい。との答弁がありました。

さらに委員より、非常に厳しい状況と理解したが、若い世代が結婚し男鹿市に住み

続けることが、市の人口減少対策として有効であることから、様々知恵を絞り、結婚

支援を継続していただきたい。との意見がありました。

第４点として、第５次男鹿市行政改革大綱の進捗状況について、当局から、行政改

革大綱の推進に当たり、３４の取組項目のうち前年度から進展があった項目について
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説明の上、男鹿市行政改革推進委員会の外部委員から「既に目標値を上回っている項

目に対するさらなる目標設定の必要性」や「数値効果の算出方法に対する指標設定の

アドバイス」等の意見があったことを踏まえ、引き続き行政改革大綱全体の継続的な

内容改善を図ってまいりたい。との報告がありました。

この報告に対し、委員より、行政改革としてデジタル化及びペーパーレス化が加速

している状況に関し、業務の効率化を鑑みると推進に賛成だが、その反面、デジタル

化が加速したことにより、議論が停滞していないか、真に議論が尽くされているか、

との懸念もある。このような現状も考慮した取組や環境整備を検討していただきたい。

との意見がありました。

第５点として、委員より、男鹿半島地域等防災・減災対策検討委員会の進捗状況に

ついて質疑があり、当局から、検討委員会内に三つの部会があり、現在、このうちの

リスク検討部会と被災者支援検討部会が進行している。特にリスク検討部会では、孤

立集落の発生から自主避難に関係する項目について重点的に検討した。また、被災者

支援検討部会では、災害発生直後からやや時間が経過した後の課題等の整理、さらに

良好な避難所確保のための運営や広域避難等の対応について検討する予定である。な

お、この検討部会での内容を踏まえた秋田県男鹿半島地域等防災・減災会議について

は、１０月に第１回目の会議を開催する予定である。との答弁がありました。

以上で総務分科会の報告を終わります。

○委員長（古仲清尚） 次に、教育厚生分科会委員長の報告を求めます。佐藤誠委員長

○教育厚生分科会委員長（佐藤誠） 教育厚生分科会で審査いたしました市民福祉部、

みなと市民病院及び教育委員会の予算及び所管事項について、審査の経過を御報告申

し上げます。

この際、質疑及び報告のありました主な点について申し上げます。

初めに、一般会計補正予算についてであります。

鳥糞被害撲滅作戦推進事業について、一つとして、委員より、地域住民等が自主的

な清掃活動をするための高圧洗浄機などの備品の配置場所について質疑があり、当局

から、利用のしやすさを考慮し、市商工会に配置する。利用の際は商工会に声をかけ

ていただく形を想定している。との答弁がありました。

二つとして、委員より、数ある撃退方法の中から音による撃退装置の設置を選択し
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た理由について質疑があり、当局から、当初は光を使った装置の話も出ていた。官民

一体で組織する「鳥糞被害地域対策会議」での協議の際は、音と光の両方を採用する

話もあったが、光の装置は、方向によっては飛行機や歩行者への影響が懸念されるこ

とから、今回は音による撃退装置を採用したものである。との答弁がありました。

さらに委員より、具体的にどのような音が出るのか。音量など、町なかでの使用に

問題はないものか。との質疑があり、当局から、装置から流れるのはカラスの鳴き声

であり、音のボリュームも通常のカラスの鳴き声と同程度である。カラス被害対策を

専門としている事業者が開発した装置で、カラスにその場所が危険であると認識させ

るような鳴き声がスピーカーから再生される仕組みである。との答弁がありました。

三つとして、委員より、期待できる効果のほどや次年度以降の継続の可能性など、

現段階での想定について質疑があり、当局から、今回はカラスの被害が大きい秋冬期

に向けた対策を展開し、その現場に合った再生方法や音声パターンについて委託事業

者がコンサルティングを行っていくものを想定している。対動物であることから、実

際やってみなければ分からないところはありつつも、他の自治体等での実績から、一

定の効果を期待している。しかしながら、完全に寄り付かないようになるまでは相応

の期間が必要とのことである。効果のほどによっては、次年度に予算化する検討と合

わせて、地域の方々と一緒に取り組んでいく形を考えていきたい。との答弁がありま

した。

四つとして、委員より、今回の対策区域以外の地域から要望があった際の対応につ

いて質疑があり、当局から、まずはその土地の所有者や地域の方々での対応をお願い

したい。今回対策する男鹿駅前周辺地域は、何年も前から自力での対応をされてきた

ところだが、最近の被害は目に余るほどであり、もはや個人の手に負えないとの判断

からこのたびの事業化に至ったものである。なお、今回導入予定の音声装置３台のう

ち、１台は持ち運び可能なポータブル式であることから、相談を受けた中で必要だと

判断されるような場合は、対応していきたいと考えている。との答弁がありました。

次に、所管事項についてであります。

第１点として、市内の通所介護事業所（デイサービス）について、委員より、閉鎖

が相次いでいると聞くが、事業所の状況及び利用希望者に対する施設の充足状況につ

いて質疑があり、当局から、市内の事業所数は令和６年度始めの時点で８事業所だが、
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今後閉鎖を予定している事業所もあり、１１月時点では５事業所と、１０年前と比較

し半数以下になる見込みである。閉鎖の理由としては、以前までは利用者の減少によ

るものだったが、近年は職員不足によるものとなっている。現在は特に船川地区の利

用希望者のニーズに応え切れていない状況だと伺っており、今後も相次ぐ閉鎖によっ

て、利用したくても利用できないという方がさらに増えるのではないかと懸念してい

る。との答弁がありました。

さらに委員より、今後の市の対応について質疑があり、当局から、現在休止してい

る事業所や過去に通所介護事業所を経営していた法人への状況調査や働きかけを継続

して行っていきたい。との答弁がありました。

第２点として、船越こども園の園長公募について、委員より、公募状況及び選考方

法について質疑があり、当局から、園長公募に際し、選考委員会を設置した。委員は、

男鹿保育会から理事長、常務理事、保育士経験を有する理事の３名、市からは副市長、

教育長、市民福祉部長の３名で、合わせて６名である。応募は、申込期限である８月

２６日までに８件あった。９月上旬に実施した書類選考による一次試験では、提出さ

れた申込書類と課題レポートについて各委員が意見書を作成し、上位４名を選考、１

３日に合格発表を行ったものである。この後、９月２８日に面接による二次試験を実

施、１０月上旬には最終合格者の発表を行う予定としている。との答弁がありました。

第３点として、みなと市民病院の４月から７月までの実績及び８月までの患者数に

ついて、当局から、収支状況は、収益合計が９億３，３３９万８，０００円で、前年

度と比較し、５，９２４万６，０００円の減収である。減収の大きな要因は、入院及

び外来患者の減少である。費用合計は７億９，０３４万２，０００円で、前年度と比

較し、２，５２３万４，０００円の増額である。これは、人件費の増額によるところ

が大きく、昨年の人事院勧告によるほか、今年度から新たに会計年度任用職員へ勤勉

手当の支給を開始したことが影響していると考えている。この結果、経常収支及び純

損益は、１億４，３０５万６，０００円の黒字で、前年度との比較では、８，４４８

万円の減益となるものである。８月までの患者数は、入院患者数が延べ１万３，３５

３人で、前年度と比較し、１，８１４人の減少。外来患者数は延べ２万８，４２５人

で、前年度と比較し、１，０５６人の減少となっている。患者数の減少は、最近の傾

向として、軽度の傷病者の減少及び骨折患者の減少に伴う手術件数の減少などが要因
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の一つに挙げられるが、全体的な要因としては、人口減少のほか、病院等への受診低

下ではないかと考えている。今後も状況分析に努めるとともに、引き続き本地域の医

療需要を注視していきたい。との報告がありました。

第４点として、小・中学校ＩＣＴ機器更新計画について、当局から、ＩＣＴ機器を

活用した授業は令和の時代における学校のスタンダードであることから、今後も端末

やネットワーク環境、学習支援ソフト等の更新を計画的に行っていくこととしている。

一つとして、小中学校ＩＣＴ機器等賃貸借は、令和７年９月以降の更新に向けて１２

月定例会に債務負担行為補正を提案する予定であり、この契約では、教員用端末、プ

リンター、サーバーの更新を予定している。二つとして、令和２年度に整備している

校内通信ネットワークについては、授業での活用量の増加により、同時に接続する児

童生徒の数によっては通信速度が不足する傾向にあることから、各校のネットワーク

状況を確認しながら、今後、必要に応じ改修していく予定である。三つとして、令和

元年度及び２年度に整備した児童生徒の学習用端末について、耐用年数の４年が経過

することから、令和７年度当初予算に予算を計上し、更新する予定である。財源は、

国の補助金を活用して各県単位で造成されている基金を活用する予定としている。と

の報告がありました。

第５点として、休日の中学校部活動の地域移行の進捗状況等について、当局から、

令和４年１２月に国からのガイドラインが示されて以降、教育委員会、文化スポーツ

課及びスポーツ協会の連携による「男鹿市休日の部活動地域移行運営委員会」を組織

し、令和６年２月にガイドラインを策定した後、これまで関係団体との協議を重ねて

きたところである。現在の検討事項の一つとして、地域指導者への謝金額の設定と経

費負担の在り方について、地域指導者には責任に見合った謝金額の設定が必要である

と考えている。国では、経費は受益者負担としているが、本年８月に開催した保護者

説明会では、保護者の経費負担が大きくなるとの意見をいただいたところであり、過

度な負担とならないよう、公的支援も含め協議を重ねていく予定としている。今後、

１０月１９日を初回として屋内競技を中心に試行を行い、翌年１月からは試行の成果

と課題を検証し、来年度以降、可能な限り多くの部活動での実施をしたいと考えてい

る。との報告がありました。

以上で教育厚生分科会の報告を終わります。
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○委員長（古仲清尚） 次に、産業建設分科会委員長の報告を求めます。鈴木元章委員

長

○産業建設分科会委員長（鈴木元章） 産業建設分科会で審査いたしました観光文化ス

ポーツ部、産業建設部、農業委員会及び企業局の予算及び所管事項について、審査の

経過を御報告申し上げます。

この際、質疑及び報告のありました主な点について申し上げます。

初めに、一般会計補正予算についてであります。

第１点として、晩秋・冬季誘客強化事業について、一つとして、委員より、入道埼

灯台利活用事業について、男鹿駅伝競走大会のゴール地点を入道崎から変更した経緯

に鑑み、今さらながら入道崎で各種事業を展開する意図について質疑があり、当局か

ら、ゴール地点の変更に伴う誘客の減少については、他の施策でカバーするという説

明の下、地元事業者から御理解いただいた経緯があり、これまで入道崎モニュメント

や西海岸駐車場へのミニ展望台の設置など、各種施策を進めてきたほか、この後、入

道崎遊歩道の整備も実施することとしている。秋田海上保安部においても、ＧＰＳの

発達により灯台の役割が変遷する中、歴史的価値や観光資源という側面にスポットを

当て、「入道埼灯台まつり」を開催するなど、本市と協力しながら誘客に努めている。

市としては、関係機関や事業者と連携しながら、半島最先端までの誘客を図ることで、

「周遊の促進と滞在時間の延伸」による「観光消費額の拡大」を目指していきたいと

考えている。また、仮称「石焼フェス」は、秋田テレビを中心とした実行委員会を組

織して実施するものであり、来年度以降、日本財団からさらなる支援を受けて事業を

行っていくことも考えられ、今後の取組にも期待を持っている。との答弁がありまし

た。

二つとして、委員より、本市観光の最重要課題である冬季誘客に対する今後の改善

策について質疑があり、当局から、今般、ＪＲ東日本が冬季に初めて秋田県を重点販

売地域に指定したことは、夏場の約４分の１にまで宿泊者が減るという本市の現状が、

県内においても同様に見受けられることが背景にあるものと認識している。このよう

な状況の中、キャンペーンと連携し、新たな体験型コンテンツ等を企画しているとこ

ろであり、来年以降も冬場のリピーター獲得につなげてまいりたいと考えている。年

間を通した観光客の平準化を図ることで、宿泊事業者の収入安定と雇用確保にもつな
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がるといったように、観光客を迎えるためのよい循環をつくっていくことを大きな狙

いとしている。伸び代のある冬季誘客に力を入れることは絶対に必要なことであり、

インバウンドを含め、地域全体で冬季誘客に取り組んでまいりたい。との答弁があり

ました。

さらに委員より、温泉郷の活性化に関し、冬期間に市民が利用しやすくなるような

支援事業の実施や、提供される食事の質の向上に向けた働きかけが必要と考えるが、

どうか。との質疑があり、当局から、まずは一義的に事業者から努力していただく部

分と認識している。現在、高付加価値化事業により施設改修等を進めている状況であ

るが、施設だけでなく、サービス自体の付加価値も高めていただくことが肝要であり、

引き続き、事業者と経営課題等について意見交換しながら、市の支援方策を検討して

まいりたい。との答弁がありました。

第２点として、男鹿総合観光案内所及び男鹿温泉交流会館五風に係る債務負担行為

の設定について、一つとして、委員より、男鹿総合観光案内所トイレにウォシュレッ

ト機能を整備する考えについて質疑があり、当局から、市内の公衆トイレについては、

便器の洋式化や手洗いの自動水洗化など、機能の充実と快適性の向上に順次取り組ん

でいこうとしている中で、ウォシュレット機能の整備はその後の対応になると考えて

おり、その際はトイレの設備レベルや配置箇所のバランスなどを勘案して判断する必

要があると認識している。との答弁がありました。

二つとして、委員より、男鹿温泉交流会館五風については、足湯の利活用、土産品

の販売や飲食の提供、各種研修会等の誘致など、なまはげ太鼓の公演以外での施設活

用策を見いだし、稼ぐ施設に向けた知恵を絞っていただきたい。との意見がありまし

た。

次に、所管事項についてであります。

第１点として、「地域活性化起業人（企業派遣型）受入れについて」の報告に対し、

委員より、半年という限られた期間の中、ＤＸ施策を推進するよりも、廃校舎を利活

用した取組を積極的に推進すべきと考えるが、その見解を伺う。との質疑があり、当

局から、市としても、全国的に廃校を活用した特徴的な取組を展開する同社と、中・

長期を見据え、共に事業展開していきたいという大きな狙いはある。しかしながら、

本市においてＩＴ活用やＤＸ展開を推進していくためには、どういった取組が地域に
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ふさわしいのか、地域の実情等を見極めていただく必要があるほか、地域に雇用を生

み出すための専門分野の人材育成を進めていく必要もある。こうした状況下において、

まずは目先の半年、市民のデジタルデバイド対策や市職員の研修など、ＤＸ推進計画

の取組事項を加速させていくとともに、地域の事情把握や来年度以降の具体的事業展

開を急ぎ検討していく考えである。国の特別交付税措置の対象となる最長３年の期間

内に、廃校舎の利活用とＩＴを結びつけた地域活性化の取組が展開できるよう、同社

との連携を強化しながら積極的に働きかけてまいりたい。との答弁がありました。

第２点として、男鹿市トレーニングセンターの機能の変更について、当局から、

サンワーク男鹿に併設されている「男鹿市トレーニングセンター」は、利用者の減少

が著しく、その利用者も固定化傾向にあり、運動器具の経年劣化による故障も頻発し

ている現状となっている。その上で、男鹿市個別施設計画や第５次行政改革大綱を勘

案し、令和４年度からアンケート調査や意見交換会を実施し、施設の在り方を検討し

てきたところであるが、このたび、トレーニング機能については、男鹿総合体育館及

び若美総合体育館へ集約し、男鹿市トレーニングセンターについては、健康教室やス

ポーツ教室などに活用できる施設として機能を変更したい。との報告がありました。

この報告に対し、委員より、当該施設と男鹿総合体育館は距離的にも近く、将来を

見据えれば、同類の施設集約は当然進めていくべきであり、致し方ないことではある

が、集約後における各施設の財源配分の考えについて質疑があり、当局から、これま

で男鹿市トレーニングセンターに要してきた運動器具の修繕や設置要望など経費につ

いては、男鹿総合体育館及び若美総合体育館にそれぞれ振り分けるという趣旨からも

集約するものである。との答弁がありました。

第３点として、「令和６年産米のＪＡ概算金について」の報告に対し、委員より、

大幅な増額となった背景と、今後における米価の見通しについて質疑があり、当局か

ら、毎年１０万トンずつ米の需要が減少している現状において、作付面積の目安を提

示し、備蓄米を含め、ぎりぎりのラインで作付していることに加え、災害に対する備

えやインバウンド消費などが影響し、急激に需要が増加したことが要因として挙げら

れる。また、国において、備蓄米を放出しなかったことも影響し、需要に対して供給

が追いつかず、結果的に価格が上昇したという分析をしているところである。今後は、

毎年１０万トンずつの需要の減少以上に、農家廃業による作付面積の減少が加速化し
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ていくことが予想され、減少していく需要をさらに上回る勢いで供給が減少していく

のではないかと懸念しているところである。これにより、米価は下がらないことが予

想されるが、消費者においては農業資材などの経費が高止まりする中、持続可能な米

の生産、食料の供給という趣旨をぜひとも理解いただきたい。との答弁がありました。

第４点として、男鹿市農業振興ビジョンについて、委員より、特に圃場整備の状況

など、ビジョン達成に向けた進捗状況について質疑があり、当局から、令和７年度ま

でに圃場整備実施地区数を一つ増やすという目標の下、昨年度から「ほ場整備推進

チーム」を立ち上げ、基盤整備を促進する体制を強化してきたところである。今般、

ようやく脇本本村地区の所有者から本同意をいただき、来年度の事業採択に向け一歩

前進したところである。加えて、脇本他地区においても新たに同様の動きがあること

から、今後さらに農地の集積・集約を加速化させてまいりたい。また、５０億円を目

指す農業産出額については、多くの作物で豊作が見込まれることに加え、産地づくり

の要因ではないものの、米の概算金が約３割増額されたことを踏まえ、今年度の結果

に期待しているところである。農業振興ビジョンの達成に当たっては、様々な不確定

要素もあることから、その都度その都度、目標数値に対する実績を検証しながら、令

和９年度の計画期間に向けて鋭意努力してまいりたい。との答弁がありました。

さらに委員より、資材や燃料、機械・建築費等の高騰に加え、金利も上昇してきて

いる中、規模拡大の意欲はあるものの、設備投資に踏み切れない農家の現状が、ここ

に来て喫緊の課題となっている。この後、特に意欲のある若者がいる法人・経営体に

ついては、従来以上に配慮しながら資金面での支援をしていかなければならないと考

えるが、市の見解を伺う。との質疑があり、当局から、これまでも様々な事業や資金

等を用意しサポートしてきたつもりではあるが、引き続き、意欲的な農業者について

は、豊作等のよい流れが継続できるよう最優先で支援していく。との答弁がありまし

た。

第５点として、男鹿市水産業振興ビジョン策定事業について、当局から、これまで

に第１回ビジョン策定委員会を開催しており、有識者である大学教授をはじめ、関係

機関、また、漁業・水産業以外からも幅広く委員を選定し、積極的な意見、提言等を

いただいているところである。この後、来年２月をめどに成案を取りまとめ、議会へ

提示した後、ホームページ等での公表、市内全戸への概要版の配布を予定している。
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との報告がありました。

この報告に対し、委員より、移住者への環境整備、スマート漁業の推進、海藻・藻

場の保全、Ｊブルークレジットの導入や、洋上風力発電事業との共生など、個別事業

の取組方法について質疑があり、当局から、現在市で実施している事業、また、今後

県が検討している事業を含め、様々な意見をいただきながら、この策定委員会の協議

の場で議論していただき、市として今後の取組の方向性という大きなビジョンをつ

くっていくことを目的としているものであり、御理解いただきたい。との答弁があり

ました。

第６点として、各種道路における環境整備について、一つとして、委員より、購入

費用を市が支援することも含め、地域の中で比較的大きい農家が所有する農業用機械

を活用した、地域が維持管理を担っていく草刈りの仕組みづくり、また、大潟村で採

用している土地改良区の活用策も研究すべきでないか。との質疑があり、当局から、

県道では、農家というくくりでなく、地域の道路を地域できれいにしたいと希望する

自治会等を対象に「道路ふれあい美化事業」を実施しており、百川地区などが県と

パートナーシップを結びながら草刈り作業を実施している。また、市道においても、

男鹿中地区の一部で、地域の生活道路は地域住民で実施している事例もある。現在、

地域が主体となって環境整備に参加できるような制度づくりを模索しているところで

あり、自治会や団体等が積極的に手を挙げるような仕組みを研究してまいりたい。な

お、土地改良区については、農道の維持管理を担っているが、市道等については人手

や財源など先方の事情もあることから、内部で検討しながら必要に応じて働きかけて

まいりたい。との答弁がありました。

二つとして、委員より、草刈り及び除雪対応について、業者委託中心の手法ではな

く、市が作業効率のよい大型重機等を購入し、対応していくという手法を検討すべき

でないか。との質疑があり、当局から、運用の仕方等を含め、現在、鋭意検討してい

るところである。との答弁がありました。

以上で産業建設分科会の報告を終わります。

○委員長（古仲清尚） 暫時休憩いたします。

午後 ０時２０分 休 憩
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午後 ０時２０分 再 開

○委員長（古仲清尚） 会議を再開いたします。

これより各分科会委員長に対する質疑を認めます。質疑ございませんか。

（「なし」と言う者あり）

○委員長（古仲清尚） 質疑なしと認めます。よって質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。討論は通告がありませんので終結いたします。

これより採決いたします。

議案第６９号及び議案第７０号を一括して採決いたします。本２件を原案のとおり

決することに御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（古仲清尚） 御異議なしと認めます。よって、本２件は原案のとおり可決す

べきものと決しました。

なお、委員長報告については、当席に御一任願いたいと思います。これに異議ござ

いませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（古仲清尚） 御異議なしと認めます。よって、委員長報告は当席に一任され

ました。

以上で、本日の日程は終了いたしました。

これにて予算特別委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。

午後 ０時２１分 閉 会


